（消費税廃止各界連）2024年9月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税・廃止、インボイス制度の即時廃止を求めています。
◆自民党総裁選で候補者は「改革」を連呼していますが、自民党内で首相が交代しても政治が変わるはずはありません。統一教会と関係を持った179人の自民党国会議員や、裏金を受け取った88人のほとんどは処罰を受けず、議員を続けています。安倍元首相と統一教会幹部が選挙について相談したという報道が出ても、自民党は他人事のように沈黙しています。汚職にまみれた自民党議員たちが選ぶ、新総裁に変革を期待することなど不可能ではないでしょうか。
◆自民党が内輪の総裁選に明け暮れる一方で、電気代補助の中断、米不足と米価の高騰、増え続ける社会保険料、インボイス導入による新たな消費税負担、45兆円にも上る軍事費の激増などで、国民生活は極めて苦しい状況に追い込まれています。格差是正と真の景気回復へ自民党政治を終わらせ消費税減税を実行する政府へ転換させましょう。
◆トヨタ自動車など輸出大企業は消費税を1円も納めていません。それどころか2023年度で見ても20社に対し、2兆1803億円も還付されています。20社以外も含めた還付金総額は7兆937億円に達し、事業者が納めた消費税額20兆2006億円の35・1％が、潤沢な内部留保を抱える大企業を中心に還付されています。
◆還付の仕組みがあるのは消費税だけです。海外に輸出される日本酒などの酒税も免税ですが、還付金はありません。消費税は中小業者が苦しみながら払った税金を大企業に分け与える極めて不公平な税制度です。
◆世界では１１０の国、地域で日本の消費税にあたる付加価値税が減税されています。この間もポルトガルのマディラ自治州では必須食品や医薬品に対する軽減税率を１％引き下げました。ケニアは食品などへの増税を予定していましたが、国民の大規模な反対の声に押され、付加価値税などを減税する方針に転換しています。日本でも国民が声を上げ、政治を変えることで消費税減税は可能です。
◆インボイス制度が実施され、小規模事業者、フリーランスに新たな消費税負担がのしかかっています。赤字でも納税義務が発生する消費税を払うために、貯金を削ったり、借り入れをして支払う状況で、廃業・転職をする人まで出ています。
◆来年の申告からは1年分の課税となり、負担軽減措置が撤廃されれば、さらに納税額が膨らみます。事業継続が困難になる事業者が多発するのではないでしょうか。事業者やフリーランスの営業と暮らしをつぶすインボイス制度は今すぐ廃止すべきです。
◆岸田政権は防衛費に43兆円もの税金をつぎ込んでいます。国際世論に背を向け、ガザ攻撃を続けるイスラエルでは軍事支出を賄うため、付加価値税を１％引き上げることを決めました。ロシアに隣接する国も付加価値税の増税に動き出しています。戦争と大軍拡は今すぐやめるべきです。税金の集め方、使い方を決めるのは私たち国民です。税金は軍事費ではなく、暮らしに回せ、の声をご一緒にあげましょう。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％以下への減税、インボイス制度の廃止を求める国会請願署名です。ご協力をお願いします。
